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(57)【要約】
　磁気回路（４００）が、磁路内で磁束を生成するよう
構成された少なくとも１つの磁気源（１０２）を含む磁
路を備えている。磁束集中要素４０２は、磁気源に磁気
的に結合されており、かつ、当該磁束集中要素（４０２
）に近接する立体空間内で磁気源により生成された磁束
を集中するよう構成されている。磁気回路（４００）の
いくつかの実施形態は、磁路内で共通の方向に磁束を生
成するよう有利に構成され得る、少なくとも第１（１０
２）および第２（１０４）の磁気源を備えている。
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【特許請求の範囲】
【請求項１】
　磁路を備える磁気回路であって、
　前記磁路内で磁束を生成するよう構成された、少なくとも１つの磁気源と、
　前記磁気源に磁気的に結合された、少なくとも１つの磁束集中要素であって、当該磁束
集中要素に近接する立体空間内で前記磁気源により生成された磁束を集中するよう構成さ
れた、磁束集中要素と、
　を含む磁気回路。
【請求項２】
　前記少なくとも１つの磁気源は、少なくとも第１および第２の磁気源を備えている、
　請求項１に記載の磁気回路。
【請求項３】
　前記第１および第２の磁気源は、前記磁路内で共通の方向に磁束を生成するよう構成さ
れている、
　請求項２に記載の磁気回路。
【請求項４】
　前記第１および第２の磁気源は、前記磁路の一部を規定する磁性材料の長尺部により、
磁気的に結合されている、
　請求項２に記載の磁気回路。
【請求項５】
　前記磁性材料の長尺部は、実質的に１８０度の磁束の方向の変更を備える前記磁路の一
部を規定している、
　請求項４に記載の磁気回路。
【請求項６】
　前記磁性材料の長尺部は、実質的に「Ｕ」字形状の区分を備えている、
　請求項５に記載の磁気回路。
【請求項７】
　前記磁束集中要素は、それぞれが、磁性材料で形成され、かつ、より幅広の端部と、よ
り幅狭の端部とを有する、第１および第２のテーパー部を備えており、前記第１のテーパ
ー部の前記より幅広の端部は、前記第１の磁気源に磁気的に結合され、前記第２のテーパ
ー部の前記より幅広の端部は、前記第２の磁気源に磁気的に結合され、前記第１および第
２のテーパー部の前記より幅狭の端部は、磁束が集中される立体空間内で近寄り合う、
　請求項２に記載の磁気回路。
【請求項８】
　前記磁束集中要素は、前記第１および第２のテーパー部に近接して配置された少なくと
も１つの反磁性部分をさらに含んでいる、
　請求項７に記載の磁気回路。
【請求項９】
　前記磁束集中要素は、内側表面および外側表面を有する円弧を形成する構造を備えてお
り、
　前記第１および第２の磁気源は、前記構造の前記外側表面に磁気的に結合されており、
　前記構造は、前記外側表面と前記内側表面との間に延びる層を形成する、磁性材料およ
び反磁性材料の交互の構成を備えている、
　請求項２に記載の磁気回路。
【請求項１０】
　前記円弧は、前記内側表面が内径によって規定され、前記外側表面が外径によって規定
されるような、実質的に円形の円弧である、
　請求項９に記載の磁気回路。
【請求項１１】
　前記円弧は、前記構造が実質的に「Ｃ」字形状であるように、開いた円弧である、
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　請求項１０に記載の磁気回路。
【請求項１２】
　前記反磁性材料は熱分解炭素を備えている、
　請求項９に記載の磁気回路。
【請求項１３】
　磁場を生成する方法であって、
　請求項１から１２のいずれか１項に記載の磁気回路を提供することと、
　前記磁路内に磁束を生成して、それにより、前記磁束集中要素に近接する立体空間内に
、磁束の集中が生成されるようにするために、前記第１および第２の磁気源に駆動電気信
号を印加することと、
　を備える方法。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は磁気回路に関する。より詳しくは、本発明の実施形態は、局所的な立体空間内
で磁場を集中または集束するための磁気回路を備えている。本発明の用途は、磁気刺激お
よび磁気レンズ効果を含む。
【背景技術】
【０００２】
　時間依存性の磁場は、多くの用途で採用されている。例えば、電子などの動く荷電粒子
のビームは、空間的かつ時間依存性のある磁場を使用して、所望のやり方で、集束、制御
および偏向され得る。磁気レンズとしても知られるこのような構成は、変圧器、電動機、
陰極線管、電子顕微鏡および粒子加速器などのシステムにおいて採用されている。
【０００３】
　時間依存性の磁場の別の使用法は、脳内での脱分極または過分極ニューロンに対する磁
場の印加を含む、経頭蓋磁気刺激（ＴＭＳ）である。ＴＭＳは、精神医学および神経学に
おける、神経科学および臨床応用において使用される。現在のすべてのＴＭＳシステムは
、脳内での活動を誘発するために、頭の外側に置かれたコイルを使用している。
【０００４】
　ＴＭＳが現在提供されているやり方には制限がある。幾週にもわたる、度重なる刺激期
間が、症状を改善するために通常必要とされる。６から８週間まで、患者は日常的に臨床
環境に身を置くことを要求される。その場合でも、顕著な割合の患者が、続く何か月かの
うちに再発し、度重なる治療を必要とする。これらの従来のシステムでは、大きな（約７
ｃｍ幅の）外部のコイルが、磁気刺激を介して神経活動を誘発するために使用されている
。これらのコイルにより、望ましくないほど大きな、脳の範囲が刺激される。
【０００５】
　磁気的な生体刺激の他の形態は、腎刺激などの神経筋肉刺激を含んでいる。
【０００６】
　上述した用途すべては、電動機、磁気閉じ込めシステムなどの他の多くとともに、磁場
が発生される領域（すなわち空間の大きさ）の改善された制御から益を受けることができ
る。望まない領域での場の生成を最小化しつつ、より高度に集中された磁場を、所望の場
所に生成することは、効率を改善し、電力消費を低減する。次いで、電力消費を低減する
ことは、熱を低減する。神経刺激の場合、より集束された磁場を提供することは、空間的
かつ機能的に、より選択的な刺激を可能にする。
【０００７】
　Ｕｎｉｖｅｒｓｉｔａｔ　Ａｕｔｏｎｏｍａ　ｄｅ　Ｂａｒｃｅｌｏｎａの名前で２０
１４年１月３０日に公開された国際公開第２０１４／０１６０７３号明細書は、磁束を集
中または増幅するための装置を開示している。しかし、この装置は、既存の磁場を集中す
るためにのみ設計されている。これは、集束されることに加えて、場が生成されること、
または調整されることを可能にしない。
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【０００８】
　Ｎａｔｕｒｅ　Ｃｏｍｍｕｎｉｃａｔｉｏｎｓの２０１２年第３号９２１ページに公表
されたＢｏｎｍａｓｓａｒ，Ｇ他の「Ｍｉｃｒｏｓｃｏｐｉｃ　Ｍａｇｎｅｔｉｃ　Ｓｔ
ｉｍｕｌａｔｉｏｎ　ｏｆ　Ｎｅｕｒａｌ　Ｔｉｓｓｕｅ」では、持続的、局所的な神経
刺激を供給するため、網膜表面に伝導コイルが埋め込まれる、小型化されたコイルシステ
ムが開示されている。著者はさらに、脳組織内へと埋め込まれる、皮質の神経刺激用の、
この種の装置の使用を提案している。しかし、この手法は、磁場の、より大きな制御およ
び局所化から益を受けるであろう。特に、埋め込み物の加熱を最小化するために、低減さ
れた電源入力を使用して、要求された磁場強度を目標箇所で生成することが望ましいであ
ろう。
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【０００９】
　ゆえに、本発明の目的は、上述の先行技術と比較して、高度な局所化および低減された
入力電力要求を有する集中磁場を発生させるための改善された磁気回路を提供することで
ある。
【課題を解決するための手段】
【００１０】
　本発明の一様態によれば、磁路を備える磁気回路であって、
　磁路内で磁束を生成するよう構成された、少なくとも１つの磁気源と、
　磁気源に磁気的に結合された、少なくとも１つの磁束集中要素であって、当該磁束集中
要素に近接する立体空間内で磁気源により生成された磁束を集中するよう構成された、磁
束集中要素と、を含む磁気回路が提供される。
【００１１】
　有利なことに、本発明の実施形態は、磁場を生成することができ、これらの磁場を所望
の立体空間内へと集中する（集束する）ことができる。これは、他の範囲への広がりを最
小化しつつ、目標範囲において、誘導磁場を高める。例えば、神経刺激用に使用された場
合、所望の磁場強度が、電力消費、加熱、および周辺範囲の望ましくない神経刺激を減ら
しつつ、目標の立体空間内で達成されることが可能となる。
【００１２】
　本発明の実施形態の、低減された寸法、改善された集束および低減された電力消費は、
先行技術の磁気回路に対して、それらを、埋め込み可能な生体刺激装置として使用するの
に適合させる。本発明の実施形態は、外部でも有利に使用され得る。例えば、かさばる可
能性があり、高電力消費であり、液体または他の冷却設計を必要とするかなりの熱を生成
する場合のある、先行技術の外付けのＴＭＳコイルと比較して、本発明の実施形態は、よ
り小さく、より高いエネルギー効率を示し、より少ない熱を発生し得る。
【００１３】
　本発明の実施形態では、少なくとも１つの磁気源は、少なくとも第１および第２の磁気
源を備えている。第１および第２の磁気源は、例えば、磁場を誘導するために、電流が通
される伝導コイルを備えていてもよい。そのようにして発生された磁場は、例えば、伝導
コイルへの交流電流入力を印加することにより、時間依存性であってもよい。好ましくは
、コイルは、強磁性材料などの磁性材料を備えるコアの周りに形成される。
【００１４】
　本発明のいくつかの実施形態では、磁束集中要素は、それぞれが、磁性材料で形成され
、かつ、より幅広の端部と、より幅狭の端部とを有する、第１および第２のテーパー部を
備えており、第１のテーパー部の、より幅広の端部は、第１の磁気源に磁気的に結合され
、第２のテーパー部の、より幅広の端部は、第２の磁気源に磁気的に結合され、第１およ
び第２のテーパー部の、より幅狭の端部は、磁束が集中される立体空間内で近寄り合う。
【００１５】
　第１および第２のテーパー部を備えるいくつかの実施形態では、集中要素は、第１およ
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び第２のテーパー部に近接して配置された少なくとも１つの反磁性部分をさらに含んでい
る。
【００１６】
　いくつかの実施形態では、第１および第２の磁気源は、磁路内で共通の方向に磁束を生
成するよう構成されている。有利なことに、本発明者達は、本発明の少なくともいくつか
の実施形態で、磁気源により生成された場が共通の方向に伝播するときに、集中磁場の、
より強い強度が得られることを発見している。
【００１７】
　本発明の実施形態では、第１および第２の磁気源は、磁路の一部を規定する磁性材料の
長尺部により、磁気的に結合されている。より詳しくは、磁性材料の長尺部は、実質的に
１８０度の磁束の方向の変更を備える磁路の一部を規定してもよい。特定の実施形態では
、磁性材料の長尺部は、実質的に「Ｕ」字形状の区分を備えている。
【００１８】
　いくつかの実施形態によれば、磁束集中要素は、内側表面および外側表面を有する円弧
を形成する構造を備えており、
　第１および第２の磁気源は、構造の外側表面に磁気的に結合されており、
　構造は、外側表面と内側表面との間に延びる層を形成する、磁性材料および反磁性材料
の交互の構成を備えている。
【００１９】
　いくつかの実施形態では、円弧は、内側表面が内径によって規定され、外側表面が外径
によって規定されるように、実質的に円形の円弧である。円弧は、構造が実質的に「Ｃ」
字形状であるように、開いた円弧であってもよい。
【００２０】
　本明細書中で、「反磁性」という用語は、少なくとも特定の温度条件下で、少なくとも
部分的に反磁性である材料を包含することに留意されたい。特に、反磁性材料は、超伝導
材料を、低温（１．５から５ケルビン）または高温（１１０ケルビンまでと１１０ケルビ
ンを超える）の超伝導体であれ、含んでいる。反磁性材料は、ビスマスなどの強度に反磁
性の元素をも含んでいる。反磁性材料は、熱分解炭素などの工学的材料をも含んでいる。
【００２１】
　理解されるであろうように、超伝導材料を含む新たな反磁性材料は、継続的な規則性を
もって発見および／または開発されており、活発かつ進行中の研究開発分野を成している
。本発明の作動の原理は、採用された磁性または反磁性材料の組成の特定の詳細に依存し
ておらず、本発明を実施する構造が、現在利用可能な磁性および反磁性材料、ならびに、
将来利用可能になるであろう新たな材料を使用して製造され得ることが予想される。
【００２２】
　いくつかの実施形態では、反磁性材料は熱分解炭素を備えている。有利なことに、熱分
解炭素は強度に反磁性であり、生体適合性でもある。現在公知の材料の中で、それは、あ
らゆる室温の反磁性材料の中の最大の反磁性力（重さにつき）を示す。本発明者達により
行われた計算は、熱分解炭素を備える磁束集中要素の効率が、超伝導材料を使用して達成
可能な最大効率の３０％以内にすることが可能であることを示唆している。このように、
熱分解炭素は、その生体適合性と体温周辺における作動効率とのために、神経生体刺激装
置などの埋め込み可能な装置内での利用における、現在、最良の材料候補である。
【００２３】
　別の様態では、本発明は、磁場を生成する方法であって、
　上述の磁気回路を提供することと、
　磁路内に磁束を生成して、それにより、磁束集中要素に近接する立体空間内に、磁束の
集中が生成されるようにするために、第１および第２の磁気源に駆動電気信号を印加する
ことと、を備える方法を提供する。
【００２４】
　本発明の実施形態のさらなる特徴および利点は、本発明の原理の理解を助けるための例
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として提供されている特定の実施形態に対するこれからの説明により、当業者に明らかと
なるであろうが、先の記述のいずれかにおいて、または、ここに添付された特許請求の範
囲において定義された本発明の範囲を、限定するとみなされるべきではない。
【００２５】
　ここで本発明の実施形態を、添付図面を参照しながら説明し、添付図面においては類似
の参照数字は類似の特徴を示す。
【図面の簡単な説明】
【００２６】
【図１】本発明を具現化する第１の磁気回路を示す。
【図２】本発明を具現化する第２の磁気回路を示す。
【図３】本発明を具現化する第３の磁気回路を示す。
【図４】本発明を具現化する第４の磁気回路を示す。
【図５（ａ）】図４の磁気回路に近接する立体空間内の磁場強度を示す。
【図５（ｂ）】図４の磁気回路に近接する立体空間内の磁場強度を示す。
【図５（ｃ）】図４の磁気回路に近接する立体空間内の磁場強度を示す。
【図５（ｄ）】図４の磁気回路に近接する立体空間内の磁場強度を示す。
【図６】類似のマイクロコイル埋め込み物と比較した、図４の磁気回路に近接する様々な
地点での磁束密度を示すグラフである。
【図７】類似のマイクロコイル埋め込み物と比較した、図４の磁気回路に近接する様々な
小さな立体空間内での磁気エネルギーを示すグラフである。
【図８】類似のマイクロコイル埋め込み物と比較した、励磁電流に応じた、図４の磁気回
路に近接する最大磁束密度を示すグラフである。
【図９】類似のマイクロコイル埋め込み物と比較した、励磁電流に応じた、図４の磁気回
路に近接する最大磁気エネルギー密度を示すグラフである。
【図１０】継続的な電流励磁が図４の磁気回路に印加される時間に応じた最大温度を示す
グラフである。
【図１１（ａ）】固定の持続時間にわたる、図４の磁気回路へ印加された電流励磁に応じ
た最大温度を示すグラフである。
【図１１（ｂ）】図４の磁気回路に対する繰り返し電流パルスの列の印加中の時間に応じ
た温度を示すグラフである。
【図１２】図４の磁気回路に対する、印加された電流励磁に応じた磁場侵入長を示すグラ
フである。
【図１３（ａ）】本発明の多くの代替的な実施形態を示している。
【図１３（ｂ）】本発明の多くの代替的な実施形態を示している。
【図１３（ｃ）】本発明の多くの代替的な実施形態を示している。
【図１３（ｄ）】本発明の多くの代替的な実施形態を示している。
【図１３（ｅ）】本発明の多くの代替的な実施形態を示している。
【図１３（ｆ）】本発明の多くの代替的な実施形態を示している。
【発明を実施するための形態】
【００２７】
　図１は、本発明を具現化する第１の磁気回路１００を示している。磁気回路１００は、
それぞれが磁気コアの周りに巻き付けられた伝導コイルからなる、第１および第２の磁気
源１０２、１０４を備えている。
【００２８】
　磁気回路１００は、第１および第２の磁気源１０２、１０４に磁気的に結合された磁束
集中要素１０６、１０８をさらに備えている。磁気回路１００において、磁束集中要素１
０６、１０８は、磁気源１０２、１０４のコアと同じ磁性材料で製作されており、磁気結
合を提供するために、一体に形成されていても、または、製作後に接合されてもよい。
【００２９】
　磁束集中要素１０６、１０８のそれぞれは、関連付けられた磁気源に結合された、より
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幅広の端部と、対向する、より幅狭の端部と、を有するテーパー部を備えている。図のよ
うに、２つの先細りの磁束集中要素１０６、１０８は、磁気源１０２、１０４が起動され
たときに磁束が集中される小さな立体空間１１０内で近寄り合う。
【００３０】
　加えて、磁気回路１００の第１および第２の磁気源１０２、１０４は、磁性材料１１２
の連続した部分により結合されている。
【００３１】
　全体として、磁気回路１００は、第１および第２の磁気源１０２、１０４と、磁性材料
１１２の接続部と、磁束集中要素１０６、１０８と、小さな集中立体空間１１０内のエア
ギャップとを含む磁路を備えている。
【００３２】
　理解されるであろうように、磁気源１０２、１０４の起動は、コイルに電流を通過させ
ることにより達成される。各コイルにおいて電流の極性を選択することにより、磁気源１
０２、１０４は、磁気回路１００により形成された磁路の周りで共通の方向に磁束を生成
するように、作動されてもよい。あるいは、磁気源１０２、１０４は、例えば、磁束が磁
束集中要素１０６、１０８の先細りの端部へと共通して向けられるように、磁気回路１０
０の周りで反対方向に磁束を向けるよう作動されてもよい。実際、反対方向に生成された
磁場は、互いに反発して、目標の立体空間１１０内の磁束密度を低減してもよい。ゆえに
、磁気源１０２、１０４を作動して、磁気回路１００により形成された磁路内で共通の方
向に磁束を生成することにより、より大きな磁場の集中が達成されてもよい。
【００３３】
　図２は、本発明を具現化する第２の磁気回路２００を示している。磁気回路２００は、
追加の要素が加えられている、第１の磁気回路１００の実施形態を備えている。第１の磁
気回路１００が、結合する磁性材料１１２の長尺部に接続されたまたは一体である磁性材
料のコア、および、磁束集中要素１０６、１０８で形成されているのに対し、磁気回路２
００の追加の要素は、反磁性材料で製作されている。特に、反磁性材料は超伝導材料であ
ってもよく、または、熱分解炭素などの、室温において強度に反磁性の材料であってもよ
い。
【００３４】
　図２に示すように、反磁性材料は、第１の磁気回路１００の磁性要素の周りに置かれて
いる。２つの反磁性要素２０２、２０４が、中央の磁気回路１００のそれぞれの側に配置
されており、第３の反磁性要素２０６が磁気回路１００の中央に、すなわち、磁束集中要
素１０６、１０８に沿って磁気源１０２、１０４の間に、配置されており、最後に、２つ
のさらなる反磁性材料２０８、２１０が、磁束集中要素１０６、１０８の外縁に近接して
配置されている。図に示すように、２つの反磁性要素２０８、２１０は、磁束集中要素１
０６、１０８と同じように先細りである。
【００３５】
　第２の磁気回路２００の作動の基本原理は、磁気要素が磁場の伝達を強力に支持してい
るのに対し、反磁性要素は磁場に効果的に反発していることである。したがって、回路２
００内での反磁性要素の位置は、磁束集中要素１０６、１０８に近接する立体空間内で磁
場の集中をさらに高めるよう意図されている。
【００３６】
　特に、回路１００を備える磁性材料が高い透磁率を有しており、一方、反磁性材料は、
非常に低い透磁率を有しているというのが望ましい。磁性材料は、適度に導電性の強磁性
材料であってもよく、特に、パーマロイ（すなわち、約８０パーセントのニッケルで形成
され、残りの２０パーセントが主に鉄であり、炭素、マンガン、ケイ素およびモリブデン
などの、よりわずかな量の他の元素で合金化された、強磁性合金）などの高透磁率材料で
あってもよい。
【００３７】
　反磁性材料は、極めて高い電気接続性を有し、かつ、極めて低い透磁率を有する超伝導
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材料であってもよい。用途および実際の作動温度に応じて、超伝導材料は高温超伝導体（
すなわち、液体窒素温度が７７ケルビン以上の超伝導状態での作動）であってもよく、ま
たは、低温超電導体であってもよい。様々なセラミックスが液体窒素の温度よりも上で超
伝導特性を示すことが知られており、かつてよりも高い温度で超伝導性を示す材料が定期
的に報告されている。
【００３８】
　あるいは、反磁性体は、熱分解炭素などの非超伝導性反磁性体であってもよい。有利な
ことに、埋め込み可能な装置の場合、熱分解炭素は、室温で、および、室温以上で、反磁
性特性を示し、良好な生体適合性を有している。
【００３９】
　磁気源のコイルは、銅または銀などの従来の導電性材料の多数の巻きで形成されていて
もよい。
【００４０】
　図３は、外側の反磁性要素が除かれ、かつ、中央の反磁性要素３０２のみが設けられて
いるという点で第２の磁気回路２００と異なる、第３の磁気回路３００を示している。本
発明者達により行われた第２および第３の磁気回路２００、３００のシミュレーションが
、２つの回路２００、３００により非常に類似した最大磁束が生成されるということを立
証しており、外側の反磁性要素２０２、２０４、２０８、２１０を含むことにより、微小
な追加な利益のみが、達成されることを示唆している。
【００４１】
　図４は、本発明を具現化する第４の磁気回路４００を示している。第１から第３の磁気
回路と同様に、第４の磁気回路４００は、伝導コイルが周りに巻き付けられた磁気コア（
パーマロイなど）をそれぞれが含む、第１および第２の磁気源１０２、１０４を備えてい
る。第１および第２の磁気源１０２、１０４はここでもまた、磁性材料、例えばパーマロ
イ、のＵ字形状部１１０を介して結合されている。しかし、磁気回路４００は、第１から
第３の回路で採用された第１および第２のテーパー部とは異なる形状の磁束集中要素４０
２を備えている。
【００４２】
　回路４００における磁束集中要素４０２は、内側表面４０４および外側表面４０６を有
する円弧を概略的に形成する構造を備えている。特定の回路４００において、円弧形状の
要素４０２は、円筒形状の外殻の一部の形状を有しており、そこでは、内側表面４０４が
部分的な円筒の中心に近い方の表面を形成しており、外側表面４０６が部分的な円筒の外
側の表面を形成している。円弧は、内側表面が内径によって規定され、外側表面が外径に
よって規定されるように、実質的に円形である。磁束集中要素４０２は円筒の一部の形状
を有しているので、平面視で、外見上、実質的に「Ｃ」字形状である、開いた円弧を形成
している。
【００４３】
　他の関係する形状が、磁束集中要素４０２に対して採用されてもよい。例えば、要素４
０２は、他の回転体の形状を有していてもよい。あるいは、円形の横断面を有する代わり
に、磁束集中要素４０２は卵形の横断面を有していてもよい。
【００４４】
　磁束集中要素４０２の構造は、磁束集中要素４０２の外側表面４０６および内側表面４
０４の間に（径方向に）延びる一連の層を備える、反磁性（例えば４０８）材料および磁
性（例えば４１０）材料の交互の構成を備えている。
【００４５】
　第１および第２の磁気源１０２、１０４は、磁束集中要素４０２の外側表面４０６に磁
気的に結合されている。図４に示すように、実施形態４００によれば、磁気源１０２、１
０４のコアは、対応する箇所４１２、４１４において、磁束集中要素４０２の外側表面４
０６に対して、伸びて行きかつ接合されている。
【００４６】
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　本発明を具現化する第４の磁気回路４００は、国際公開第２０１４／０１６０７３号明
細書に開示された磁束集中器に類似する作動原理を有する磁束集中要素４０２を採用して
いる。
【００４７】
　本発明者達は、図４に示された設計４００を具現化した磁気回路の性能に対する、コン
ピューターに基づく多数の計算／シミュレーションを行った。これらの計算において、磁
性材料は、１０００の相対浸透率を有するパーマロイであると仮定されており、反磁性材
料は、０．０００１の相対浸透率を有する超伝導材料であると仮定されている。超伝導材
料の導電性は１×１０１０Ｓ／ｍであると仮定されており、コイルを形成する導体は、６
×１０７Ｓ／ｍの導電性を有する銅で形成されていると仮定されている。
【００４８】
　回路４００の原理および性能を明らかに示すために、超伝導反磁性材料の使用に基づく
結果が以下に論述される。しかし、本発明者達により行われたさらなる計算／シミュレー
ションは、わずか約３０％の効率の低下で、熱分解炭素の使用が同様の結果を達成するこ
とを立証している。ゆえに、この結果は、異なる反磁性材料の範囲を採用した本発明の様
々な実施形態の代表とみなされてもよい。
【００４９】
　図５は、図４に示された概略的な設計を有し、各コイルには２１個の巻きのあるワイヤ
があり、かつ、１アンペアのコイル電流を印加する磁気回路に近接する立体空間内の磁場
強度を示している。各場合において、磁気回路に近接する、中央の陰影を付けた地帯は、
磁気刺激用途において神経反応を誘発するのに十分な強度に相当する０．０２Ｔの閾値レ
ベルを超える磁場内の立体空間を示している。
【００５０】
　図５（ａ）はまず第１に、磁場強さが閾値レベルを超える場合の回路の平面における領
域５０２を示す、磁気回路の上面図５００を示している。図５（ｂ）における側／横断面
図５０４は、磁気回路の上方および下方に延びている、対応する領域５０６を示している
。図５（ｃ）および（ｄ）は、閾値を彩色していない、対応する当初の結果５０８、５１
０を示しており、回路の周りの磁場の集束および広がりを、より明瞭に示している。
【００５１】
　内部の磁場が閾値の値を超える立体空間は、Ｂｏｎｍａｓｓａｒ（上述）により開示さ
れた、埋め込まれたマイクロコイルシステムと比較されてもよい。多数のこのような比較
が、図６から９に示されたグラフに示されている。
【００５２】
　図６は、類似のマイクロコイル埋め込み物と比較した、磁気回路４００に近接する様々
な地点での磁束密度を示すグラフ６００である。横軸６０２が、各装置につき、磁場の集
中が望まれている、回路に近接する立体空間内に分散された、多数の選択された地点を表
している。縦軸６０４は、各選択された箇所での磁束密度を表している。両方の場合にお
いて、同じ入力電力が採用されている。マイクロコイルについて算出された結果は、線６
０６により示されており、磁気回路について算出された結果は、線６０８により示されて
いる。明らかに見てとれるように、本発明を具現化する磁気回路により、対象の立体空間
内の大部分の箇所にわたって、はるかに高い磁束密度が達成されている。
【００５３】
　図７は、図６を参照して上述した箇所に対応する様々な小さな立体空間内での磁気エネ
ルギー合計を示している。小さな立体空間のそれぞれは、内部において磁気エネルギーが
統合される球体である。マイクロコイル用および磁気回路用に使用される球体の寸法は、
均一である。横軸７０２がここでもまた、異なる箇所の各１つを表しており、縦軸７０４
がここでは、対応する小さな球状の立体空間内での磁気エネルギー合計である。下側の線
７０６が、マイクロコイルを包囲する立体空間内での磁気エネルギーを表しており、上側
の線７０８が、磁気回路を包囲する立体空間内での磁気エネルギーを表している。使用さ
れた小さな球状の立体空間にわたり、両方の場合に、磁気エネルギー合計が、選択された
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箇所にわたって安定していることが見て取れ、同じ電気入力エネルギーにおいては、本発
明を具現化する磁気回路が、対象の立体空間に対して３倍を超える磁気エネルギー合計を
与えていることが見て取れる。
【００５４】
　図８は、類似のマイクロコイル埋め込み物と比較した、励磁電流に応じた、本発明を具
現化する磁気回路に近接する最大磁束密度を示すグラフ８００である。横軸８０２が、０
から５アンペアまで変動する電流を表しており、縦軸８０４が、近接する対象の立体空間
内での最大磁束密度を示している。見て取れるように、マイクロコイル構成に対する所与
の励磁電流で利用可能な最大磁束密度（グラフ８００における線８０６）は、本発明を具
現化する磁気回路のそれの６分の１よりも小さい（グラフ８００の線８０８）。本発明の
実施形態とともに、著しく低下した励磁電流／エネルギーを使用する能力は、低減された
電力消費、および、より少ない加熱という利点をもたらす。
【００５５】
　図９は、類似のマイクロコイル構成と比較した、励磁電流に応じた、本発明を具現化す
る磁気回路に近接する、対象の立体空間における最大磁気エネルギー密度を示すグラフ９
００である。横軸９０２が励磁電流を示しており、縦軸９０４が、最大磁気エネルギー密
度を示している。下側の曲線９０６が、マイクロコイル構成に対する、計算された最大磁
気エネルギー密度を示しており、上側の曲線９１０が、本発明を具現化する磁気回路に対
する、対応する計算された値を示している。ここでもまた、対象の立体空間に高密度の磁
場を与える点での明らかな利点が、本発明の実施形態の使用を通じて達成される。
【００５６】
　図６から９の結果は、熱分解炭素などの非超伝導性反磁性材料の使用を通じた約３０％
の効率の低減があっても、マイクロコイル埋め込み物に対する著しい改善が実現され得る
ことを、明らかに実証している。
【００５７】
　図１０は、図４に示された構造４００に対応する本発明の実施形態に、連続した励磁電
流が印加される時間に応じた最大温度を示すグラフ１０００である。１７個の巻きを有し
、０．００３７５ｍｍ２の横断面の伝導コイルを使用して、電流励磁が５ｋＨｚおよび８
００ｍＡで印加されている。横軸１００２が、励磁電流が印加される０から２秒の間の時
間を示しており、縦軸１００４が、作動期間中に回路近隣に到達された最大温度を示して
いる。埋め込まれた装置の場合について、周辺温度は体温であり、温度の上昇は、電流が
流れている限り、コイル近隣に直ちに起きる。見て取れるように、５ｋＨｚ（すなわち１
０，０００パルスの合計）での、まるまる２秒の継続的な作動であっても、局所的な加熱
は、安全な水準内に留まる。
【００５８】
　図１１（ａ）は、１秒（曲線１１０６）および２秒（曲線１１０８）の固定の持続時間
の間の、図１０に示された結果についてと同じ条件下で、印加された電流に応じた最大温
度を示すグラフ１１００を示している。横軸１１０２が、２００ｍＡから８００ｍＡの間
のコイル電流を示しており、縦軸１１０４が、周辺組織において到達された最大温度を示
している。ここでもまた、条件の範囲にわたって、算出された温度が、安全な水準内に留
まっていることが見て取れる。
【００５９】
　オンおよびオフ期間を有し、オフ期間中に冷却のための時間を可能にするパルス列励起
を使用することにより、加熱のさらなる低減が得られる。これは、横軸１１１２上の時間
に対する縦軸１１１４上の温度のグラフ１１１０である図１１（ｂ）に示された結果によ
り、示されている。２Ａの電流パルス（連続的電流の場合である１１００においては、わ
ずか８００ｍＡと比較された）が、５秒の持続時間にわたって、１０Ｈｚのパルス列、例
えば１１１６として、各コイルに印加される。このパルス列は、周辺脳組織の冷却期間で
ある２５秒の「オフ」期間により、分離される。一連の７つのパルス列にわたる最大およ
び最小温度の蓄積は、線１１１８、１１２０によりそれぞれ示されているように、線形で
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ある。特に、温度の蓄積は、パルス列毎に０．０１℃である。したがって、典型的な反復
経頭蓋磁気刺激（ｒＴＭＳ）過程におけるような１０００パルスに相当する２０個のパル
ス列の終わりに、蓄積された温度上昇はわずか０．２℃であろうし、全過程中の組織内で
の最大温度は３７．５７℃であろう。このように、加熱は、このようなｒＴＭＳにおいて
、継続的な暴露療法よりも、かなり低下している。これは、より強い、誘導磁場および増
大された侵入を達成するために、より高い電流の使用を可能にする。
【００６０】
　さらに、本発明者達により行われた温度変動に対する空間計算は、温度上昇が主にコイ
ルの非常に近くで起こり、かつ急速に低下することを示している。したがって、最大温度
のさらなる低減が、コイルの周りにヒートシンクを組み込んで、生成された熱をさらに分
散することにより、達成されるであろう。
【００６１】
　図１２は、電流励磁水準に応じた、磁束密度が１ｍＴ未満に下落したときの深さで測定
された磁場侵入長を示すグラフ１２００である。横軸１２０２が、２００ｍＡから８００
ｍＡの間の、印加されたコイル電流を示しており、縦軸１２０４が、ミリメートルで侵入
長を示している。算出された結果１２０６により示されているように、１Ａ未満のコイル
電流で、２ｍｍに迫る侵入長を達成することが可能である。
【００６２】
　特定の実施形態が詳細に説明されてきたが、これらの実施形態が、当業者が本発明の作
動を理解できるように、例としてのみ提供されていることが理解されるであろう。単一の
磁気源を採用する設計、追加の磁気源の提供、および、本発明の実施形態を構成する要素
の形態における変形例を含む、多くの変形例が可能である。
【００６３】
　多数のそのような代替例が、図１３に示されている。図１３（ａ）に示された１つの代
替的な実施形態１３００は、その外周の周りに配置されたコイル１３０４の形態内に、磁
気源を有する環状の磁束集中要素１３０２を備えている。このような構成において、磁束
は、環の中央の領域１３０６内で集中される。
【００６４】
　例えば、いくつかの実施形態では、２つの磁気源１０２、１０４を結合するために使用
された「Ｕ」字形状部１１０は、代替的な形状または形態を取ってもよい。図１３（ｂ）
に示された１つの代替的な設計１３０８では、直線の接続部１３１０が採用されている。
本発明者達により行われた計算は、試みられた構成につき、「Ｕ」字形状接続部１１０が
、直線の接続部１３１０よりも良い全体的な性能につながることを示唆している。しかし
、例示的な実施形態により教示された原理を採用した、この変形例および他の類似の変形
例は、本発明の範囲内に当たる。
【００６５】
　図１３（ｃ）に示されたさらなる実施形態１３１２は、複数の外部の、径方向に向けら
れた磁気源、例えば１３１６、に結合された、Ｃ字形状の磁束集中要素１３１４を備えて
おり、それにより、磁束は、Ｃ字形状の要素の隙間１３１８内に集中される。さらに別の
関係する構成１３２０では、Ｃ字形状の要素は、磁束が環の中央の領域１３２４内に集中
されるよう、環状の磁束集中要素１３２２に置き換えられている。
【００６６】
　さらに別の構成１３２６が、図１３（ｅ）に示されている。実施形態１３２６は、径方
向磁気源１３１６が、それらの外側端部で、環状の伝導部１３２８により磁気的に結合さ
れている点を除いて、実施形態１３１２に類似している。同様の仕方で、図１３（ｆ）に
示された実施形態１３３０は、環状の伝導部１３３２を含んでいて、実施形態１３２０に
類似している。
【００６７】
　全体として、本発明の実施形態は、局所的な磁場を生成するための先行技術の手段に対
し、適切な用途において、多数の潜在的な利点を提供する。例えば、本発明の実施形態は



(12) JP 2017-526162 A 2017.9.7

、小さな立体空間内で磁場を集中することができ、目的とする立体空間外での効果を低減
しつつ、目的とする立体空間内で、高められた電場が誘導されることを可能にする。これ
らの利点を実現する、本発明を具現化する特徴およびその変形例は、上で開示し添付図面
に示したものに限定されず、ここに添付した特許請求の範囲により規定される。
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